
四万十市農林水産課

1　森林環境譲与税の活用の効果

(1)　森林の状況把握及び森林所有者の意向確認

・森林所有者の把握及び約372ha分の森林経営の意向を確認し、次年度の新たな森林整備箇所の把握につながった。

(2)　担い手の確保・人材育成

・新規就業者の雇用及び定着につながる事業を実施する林業事業体に対して支援を行うことで、林業担い手の確保及び育成を図ることにつながった。

2　森林環境譲与税の使途の内容

(1)　歳入 単位：千円

区分 金額

森林環境譲与税 76,203

運用益 28

計 76,231

(2)　歳出（使途内訳） 単位：千円

R3森林環境

譲与税

他の財源

（利息）

敷地・岩田・佐田地区意向調査準備業務委託料 1,510 1,510
・森林簿等による対象（未整備）森林の森林所有者の特定

・対象森林の登記情報等の整理
・森林の現況調査実施面積：750筆

西ヶ方地区（その３）意向調査準備業務委託料 4,822 4,822
・森林簿等による対象（未整備）森林の森林所有者の特定

・対象森林の登記情報等の整理
・森林の現況調査実施面積：178.22ha

江川﨑地区意向調査準備業務委託料 4,359 4,359
・森林簿等による対象（未整備）森林の森林所有者の特定

・対象森林の登記情報等の整理
・森林の現況調査実施面積：185.97ha

田野川甲・乙地区境界の明確化・林況調査業務委託料 1,575 1,575 ・意向調査の結果から境界明確化及び林況調査を実施 ・境界明確化、林況調査実施面積：23.06ha

若藤・利岡・板ノ川地区境界の明確化・林況調査業務

委託料
5,987 5,987 ・意向調査の結果から境界明確化及び林況調査を実施 ・境界明確化、林況調査実施面積：87.64ha

土地境界調査に係る地元協力員報償費 70 70 ・土地境界調査に係る地元協力員に対する報償費
・３名分（３日間、３日間、４日間ずつ出務）

・１名×7,000円╱日

需用費、役務費 246 246
・意向調査準備業務に係る備品購入

・意向調査準備業務に係る郵便料等

・土地境界調査に必要な境界杭（1,200本）等

・現地調査に必要な資材提供（エピペン等）３名分

　令和３年度の森林環境譲与税の使途について

・集積計画を作成した森林において365mの作業道を開設し、今後の未整備森林での間伐の実施につながった。

事業費

財源内訳
事業名 事業内容 事業実績

総額



R3森林環境

譲与税

他の財源

（利息）

事業費

財源内訳
事業名 事業内容 事業実績

総額

若藤・利岡・板ノ川地区意向調査業務委託料 570 570

・郵送による経営管理意向調査

・対象森林の森林所有者対応

・意向調査アンケートの回収及び集計

・219ha、188名分の意向を確認

田野川甲・乙地区意向調査業務委託料 563 563

・郵送による経営管理意向調査

・対象森林の森林所有者対応

・意向調査アンケートの回収及び集計

・210ha、134名分の意向を確認

敷地・岩田・佐田地区意向調査業務委託料 557 557

・郵送による経営管理意向調査

・対象森林の森林所有者対応

・意向調査アンケートの回収及び集計

・302ha、211名分の意向を確認

奥鴨川地区（集積３支線）作業道開設業務委託料 2,224 2,224 ・集積計画を策定した森林において森林作業道を開設 ・森林作業道開設延長：365m

林業担い手育成支援事業補助金 6,480 6,480

・林野庁の「緑の雇用」新規就業者育成推進事業の適用を受ける研修生（雇

用後３年未満）の林業技術指導に要する賃金を補助

・研修生又はその他の林業研修生（雇用後３年未満）が受講する林業技術習

得に必要な研修会の受講料を補助

・３事業体、９名分への支援（１年目～３年目まで支援）

会計年度任用職員の雇用 3,922 3,922 ・意向調査や森林整備等を円滑に進めるため会計年度任用職員を雇用 ・２名雇用（雇用期間：令和３年４月１日～令和４年３月31日）

旅費 266 266 ・森林経営管理制度に係る研修会等への参加 ・森林経営管理制度円滑化研修（四国ブロック）２名分他

（仮称）四万十市文化複合施設に係る木材加工業務委

託料
23,920 23,920

・市有林を活用し、建設中の（仮称）四万十市文化複合施設の木質化を実施

するため、木材伐り出し後の加工（皮剥ぎ・製材・乾燥・加工）業務を行う
・木材の加工業務一式

森林環境譲与税基金積立金 19,160 19,132 28 ・次年度以降の事業実施に必要な財源として基金への積み立て
・積立金は令和４年度以降に実施する意向調査準備業務、意向調

査業務、森林施業、会計年度任用職員の雇用費等に活用予定

計 76,231 76,203 28


